
情報公開・個人情報保護審議会の審議状況 

 

情報公開制度の改善等について意見を聴く附属機関として情報公開運営審議会が、県機関におけ

る個人情報の例外的な取扱いや個人情報保護制度の改善等について意見を聴く附属機関として個人

情報保護審議会が設置されていましたが、両審議会を統合して情報公開・個人情報保護審議会を設

置しました。委員の任期は２年であり、平成22年４月には、第１期の委員として１２名が就任され、

会長に藤原靜雄筑波大学大学院教授（平成23年４月１日からは中央大学法科大学院教授）を選出し

ました。審議会には、情報公開制度及び個人情報保護制度の改善について審議する制度検討部会

（平成22年５月13日設置）が置かれました。 

平成23年度は、審議会が５回開催され、本人外収集（個人情報保護条例第８条）、目的外利用・

提供（同条例第９条）、オンライン結合による提供（同条例第10条）について６件の答申が、本人

確認情報の保護に関する事項（住民基本台帳法第30条の９）について２件の答申が、行われました。

また、実施機関に関する個人情報取扱事務の登録（条例第７条）等について、審議が行われました。 

 

１  審議会の開催状況 
 

会  議 期  日 審    議    の    内    容 

第 ５ 回

全 体 会 

平成23年 

５月27日(金) 

１ 「臓器移植に伴う児童相談所における虐待情報確認事務」

における個人情報の本人外収集及び保有個人情報の目的外

提供に係る諮問について(個人情報保護条例第８条及び第９

条関係)  

２ 個人情報取扱事務の登録等に係る報告について（個人情報保

護条例第７条関係） 

３ その他 

 

第 ６ 回

全 体 会 

７月28日(木) １ 「臓器移植に伴う虐待情報確認事務」における個人情報の

本人外収集に係る諮問について(個人情報保護条例第８条関

係) 

２ 住民基本台帳法施行条例に規定する事務の追加に係る諮問

について 

３ 個人情報取扱事務の登録等に係る報告について（個人情報保

護条例第７条関係） 

４ その他 

 

第 ７ 回

全 体 会 

９月８日(木) １ 住民基本台帳法施行条例に規定する事務の追加に係る諮問

について 

２ 個人情報取扱事務の登録等に係る報告について（個人情報保

護条例第７条関係） 

３ その他 

 

第 ８ 回

全 体 会 

11月10日 

（木） 

１ 「ホームページへの掲載による議案書の公表事務」における

保有個人情報のオンライン結合による提供に係る諮問について

（個人情報保護条例第 10 条関係） 

２ 「児童虐待、施設入所及びＤＶ事例における子ども手当関係

事務」における個人情報の本人外収集及び保有個人情報の目的

外利用並びに本人通知の省略に係る諮問について（個人情報保

護条例第８条及び第９条関係） 
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３ 「水防事務等に伴う河川監視カメラを使用した河川の画像情

報の提供事務」における個人情報の本人外収集及び保有個人情

報の目的外提供並びに本人通知の省略に係る諮問について（個

人情報保護条例第８条及び第９条関係） 

４ 個人情報取扱事務の登録等に係る報告について（個人情報保

護条例第７条関係） 

５ その他 

 

第 ９ 回

全 体 会 

平成24年 

３月27日（火） 
１ 「児童虐待、施設入所及びＤＶ事例における児童手当改正法

関係事務」における個人情報の本人外収集及び本人通知の省略

並びに保有個人情報の目的外利用に係る諮問について（個人情

報保護条例第８条及び第９条関係） 

２ 個人情報取扱業務登録における所在不明事業者の職権抹消に

係る報告について（個人情報保護条例第 53 条関係） 

３ 個人情報取扱事務の登録等に係る報告について（個人情報保

護条例第７条関係） 

４ その他 

 

２  審議会の審議状況 

(1) 実施機関における個人情報の保護に関する審議状況 

ア 平成23年５月23日付け情公第１号で知事から諮問された個人情報保護条例第８条第３項第

７号の規定に基づく個人情報の本人外収集及び同条例第９条第１項第５号の規定に基づく保

有個人情報の目的外提供について、第５回審議会において審議しました｡ 

諮問の内容は、虐待を受けた児童から臓器が提供されることがないよう、医療施設から臓

器を提供する児童に関する照会を収受し、当該児童の虐待等に関する情報を当該医療施設に

回答する「臓器移植に伴う児童相談所における虐待情報確認事務」について、本人外収集及

び目的外提供を認めようとするものです。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第６号）しました。 

イ 平成23年７月20日付けで地方独立行政法人神奈川県立病院機構から諮問された個人情報保

護条例第８条第３項第７号の規定に基づく個人情報の本人外収集について、第６回審議会に

おいて審議しました｡ 

諮問の内容は、虐待を受けた児童から臓器が提供されることがないよう、神奈川県立こど

も医療センターにおいて臓器を提供することとなる児童の虐待等の情報を、児童相談所等か

ら収集する「臓器移植に伴う虐待情報確認事務」について、本人外収集を認めようとするも

のです。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第７号）しました。 

ウ 平成23年10月31日付けで議会から諮問された個人情報保護条例第10条第２項の規定に基づ

く保有個人情報のオンライン結合による提供について、第８回審議会において審議しました｡ 

諮問の内容は、より開かれた議会を実現し住民サービスの向上を図るため議案書をホーム

ページで公表する「ホームページへの掲載による議案書の公表事務」について、インターネ

ット利用者に対してオンライン結合による保有個人情報の提供を認めようとするものです。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第10号）しました。 

エ 平成23年11月９日付け情公第７号で知事から諮問された個人情報保護条例第８条第３項第

７号の規定に基づく個人情報の本人外収集及び同条第５項ただし書の規定に基づく本人通知

の省略並びに条例第９条第１項第５号の規定に基づく保有個人情報の目的外利用について、

第８回審議会において審議しました｡ 
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諮問の内容は、市町村等における児童虐待を行う者の子ども手当の支給事由消滅の処理等

が迅速になされるよう支援するために、要保護児童の適切な保護を図るために収集した児童

虐待を行う保護者等に関する保有個人情報を利用し市町村等へ提供するとともに、市町村等

からその処理結果を収集等する「児童虐待、施設入所及びＤＶ事例における子ども手当関係

事務」について、本人外収集及び本人通知の省略並びに目的外利用を認めようとするもので

す。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第11号）しました。 

オ 平成23年11月９日付け情公第６号で知事から諮問された個人情報保護条例第８条第３項第

７号の規定に基づく個人情報の本人外収集及び同条第５項ただし書の規定に基づく本人通知

の省略並びに条例第９条第１項第５号の規定に基づく保有個人情報の目的外提供及び同条第

２項ただし書の規定に基づく本人通知の省略について、第８回審議会において審議しました｡ 

諮問の内容は、河川水難事故を防止し、洪水時における住民の速やかな自主避難や市町村

等による避難勧告等の発表に役立てるため河川監視カメラで撮影した画像を提供する「水防

事務等に伴う河川監視カメラを使用した河川の画像情報の提供事務」について、本人外収集

及び目的外提供並びに本人通知の省略を認めようとするものです。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第12号）しました。 

カ 平成24年3月26日付け情公第18号で知事から諮問された個人情報保護条例第８条第３項第

７号の規定に基づく個人情報の本人外収集及び同条第５項ただし書の規定に基づく本人通知

の省略並びに条例第９条第１項第５号の規定に基づく保有個人情報の目的外利用について、

第９回審議会において審議しました｡ 

諮問の内容は、児童手当方法の一部改正により子ども手当に代わり児童手当が支給される

ことから、市町村における児童虐待等を行う者の児童手当の支給事由消滅の処理等が迅速に

なされるよう支援するために、要保護児童の適切な保護を図るために収集した児童虐待を行

う保護者等に関する保有個人情報を利用し市町村等へ提供するとともに、市町村等からその

処理結果を収集等する「児童虐待、施設入所及びＤＶ事例における児童手当改正法関係事

務」について、本人外収集及び本人通知の省略並びに目的外利用を認めようとするものです。 

審議の結果､ 諮問の内容は、適当である旨答申（第13号）しました。 

 

(2) 事業者における個人情報の保護に関する審議状況 

個人情報保護条例第53条第１号の規定に基づく、業務の登録を廃止したことが明らかになっ

た場合で第52条の規定による届出がないときの登録抹消処理の実施について、第９回審議会に

おいて報告しました。 

審議の結果、報告の内容について了承しました。 

 

(3) 本人確認情報の保護に関する審議状況 

平成23年７月15日付け市行第102号で知事から諮問された住民基本台帳法第30条の９第２項

の規定に基づく本人確認情報の保護に関する事項について第６回審議会において、平成23年８

月24日付け市行第120号で諮問された住民基本台帳法第30条の９第２項の規定に基づく本人確

認情報の保護に関する事項について第７回審議会において審議しました。 

諮問の内容は、いずれも住民基本台帳法施行条例に規定する予定の利用提供事務が、平成14

年11月14日付け答申（平成21年7月9日付けで一部変更を認める答申）で適当と認められた利用

提供事務の基準に合致していることを認めようとするものです。 

審議の結果、諮問の内容は適当である旨答申（第８号及び第９号）しました。 
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神奈川県情報公開・個人情報保護審議会委員名簿 

（50音順、平成24年3月31日現在） 

氏  名 現       職 部  会 備 考 

石井 夏生利  筑波大学大学院准教授 制度検討部会  

磯 部  哲  慶應義塾大学准教授 制度検討部会  

上 野 賢 美 
 神奈川県中小企業団体中央会 

産学連携推進研究会委員長 
  

小 幡 純 子  上智大学法科大学院長 制度検討部会 副会長 

塩入 みほも 駒澤大学准教授 制度検討部会  

鈴 木 和 夫 神奈川県社会福祉協議会理事・事務局長   

中 村 卓 司 神奈川新聞社経営企画室長兼社長室長 制度検討部会  

沼 野 伸 生 公募委員   

藤 原 靜 雄 中央大学法科大学院教授 制度検討部会 会長 

前 田  一 弁護士（横浜弁護士会）   

松 﨑 嘉 子 神奈川県消費者団体連絡会幹事   

柳 川 秀 史 神奈川県立高等学校ＰＴＡ連合会会長   

任期 平成22年４月１日～平成24年３月31日 
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神奈川県情報公開・個人情報保護審議会への諮問事案件数等整理表 

（平成2年4月1日～平成24年3月31日現在） 

県 保 有 関 連 案 件 民間保有関連案件 

６条 ８条 ９条 １０条 47条 ４８条 51条旧

２６条取扱制限 

事項 

本人外収集 目的外利用

・提供 

オンライン

結合 

 
 

計 
業務登録数 

区 

分 

 

 

実 

施 

機 

関 

類 

型 

個 

別 

類 

型 

個 
 

別 

本 人 

通 知 

省 略 

類 型 

類 

型 

個 

別 

本人

通知

省略

類型

類

型

個

別

変

更

類

型

個

別

変
更

本人

通知

省略

類型

是

正

の

申

出

個人 

情報 

取扱 

いの

指針 

諮 

問 

件 

数 

諮問 

した 

登録 

業務 

登

録

業

務

変

更
 

住

基

関

連

案

件

制

度

の

改

善

知事 7 17 13 
50 

(4) 
4 9 

28 

(4) 
4 4 14 2 33 10１ 2 8 1 4 19

4

(2)
2

議会 6 1 8 4 2 9 - 4 2
5

(1)
１ 25 9 1 6 -  

128 

 

 

[件数] 

14,536 

[事業者数] 

8,207 

 
 

公営企業

管理者 
6 - 8 11 4 9 6 4 3 3 - 26 20 - 8 -

病院事業

管理者 
7 17 12 20 4 9 7 4 4 6 - 32 50 - 8 -

教育 

委員会 
7 5 12 15 4 10 1 4 4 7 1 33 28 1 8 4

人事 

委員会 
6 - 8 4 2 9 - 4 3 2 - 26 6 - 6 -

監査 

委員 
4 - 9 6 2 7 - 2 1 2 - 21 8 - 4 -

公安 

委員会 
１ - １ - 1 1 - - - 1 - 3 1 - 1 -

警察 

本部長 
9 4 12 4 4 11 1 4 2 1 - 34 10 - 8 -

労働 

委員会 
7 - 12 3 4 9 - 4 2 - - 30 3 - 8 -

選挙管理 

委員会 
7 - 12 4 4 9 - 4 3 4 - 31 8 - 8 -

収用 

委員会 
7 - 12 4 4 9 - 4 1 - - 29 4 - 8 -

海区漁業 

調整委員会 
7 - 12 3 4 9 - 4 2 2 - 30 5 - 8 -

内水面漁場

管理委員会 
7 - 12 3 4 9 - 4 2 1 - 30 4 - 8 -

県立病院

機構 
7 17 12 

21 

(1) 
4 ９ 7 4 ４ 6 - 32 50 - 8 -

   

 
  

合 計 88 44 143 
132 

(5) 
47 119 

43

(4) 
50 33

48

(1)
4 383 257 4 97 5 4 

128 

  

[件数] 

14,536 

[事業者数] 

8,207 

19
4

(2)
2

注（）内は23年度の件数、合計は延べ数です。知事と県立病院機構の件数は一部重複しています。 


